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主要ニュース 

【内政】 ●ヨハニス大統領が，新たに６名の大臣の提案につき，任命を拒否した。憲法裁判所は，ヨハニス大統

領が大臣解任，大臣代行の任命を行うべきとの判断を示した。 

●タリチャーヌ上院議長が辞任し，後任にはＰＳＤの推薦を受けたメレシュカーヌ前外相が就任した。 

●大統領選挙の立候補が締め切られた。主要な立候補者は６名。 

●内閣不信任決議案提出に向けた野党の動きが活発化した。 

【外政】 ●ロヴァナ・プルンブ欧州議会議員が、次期欧州委員運輸担当候補に指名されたが、欧州議会の法務委

員会のヒアリングの結果、却下された。 

●ダンチラ首相は、ペリー・米エネルギー長官と会談を行い、両国間で民間原子力分野の協力に関する

了解覚書の署名を行った。 

●アフガニスタンのカブールで起きたタリバーンのテロ攻撃により、ルーマニア大使館の警備担当一名

が死亡、もう一名が負傷した。 

【経済】 ●２０１９年上半期のＧＤＰ成長率は対前年同期比で＋４．７％（季節調整前），＋４．８％（季節調

整後）であった。 

●２０１９年８月のインフレ率は４．１％で、ＥＵ２８か国中、最高水準。 

●９月２７日の時点での欧州基金（２０１４～２０２０年）執行率は３２％（約９７億５，５７９万ユ

ーロ）。ＥＵ２８か国平均（３５％）を３％下回った。 

内政 

■ 内閣人事 

・４日，政府の閣議が，自由民主主義同盟（ＡＬＤＥ）

の政権離脱により３人の大臣ポストが空席であること

を理由にキャンセルされた。 

・５日，ヨハニス大統領は，ＡＬＤＥが政権を離脱し

たことに伴い社会民主党（ＰＳＤ）から提案があった

大臣代行（環境大臣，エネルギー大臣，議会担当大臣）

の任命を「断じて拒否する」と述べた。大統領は，こ

の危機はＰＳＤが作り出したものであるとして，ダン

チラ首相に対し先ず内閣の再編のための議会承認を得

ることを要請した。 

・９日，ＰＳＤの党全国執行委員会（ＣＥＸ）後に，

ダンチラ首相は，来週中にも議会に新たな内閣につい

ての承認を要請する可能性について言及した。また，

「内閣改造（remaniere)にするか，内閣の再構築

(restructurare)で行くかについて」をまだ党内で決定

していない，と述べ，内閣の再構築の場合は，大臣の

数を現行の２７人から１９人に減らす機構改革の可能

性についても言及した。 

・１１日，ダンチラ首相は，ヨハニス大統領に対し，

新たに３名のＡＬＤＥ所属者を含む，６名の閣僚の提

案を行った。 

 ○副首相兼環境大臣：ガヴリレスク前副首相兼環境

大臣（ＡＬＤＥ） 

 ○エネルギー大臣：イオン・クパ議員（ＡＬＤＥ） 

 ○議会担当大臣：アレクサンドル・バイシャヌ議員

（ＡＬＤＥ） 

 ○内務大臣：ダン・キリラ内務次官 

 ○教育大臣：カメリア・ガヴリラ議員（ＰＳＤ） 
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 ○経済担当副首相：ダン・マテイ財務省局長 

・１２日，ヨハニス大統領は会見を行い，上記６名の

新大臣の提案は無効で不適切で，断固として任命を拒

否する，と述べた。 

・１８日，憲法裁判所は，ヨハニス大統領が大臣代行

の任命等を遅延させていることについて，ダンチラ首

相の訴えを一部認め，ヨハニス大統領にダンチラ首相

の提案した大臣解任と，大臣「代行」の任命は行うべ

き，また，任命を拒否した新大臣については拒否の理

由を提示するべきとの判断を示した。他方，憲法裁判

所は，ヨハニス大統領がダンチラ首相の提案した大臣

の任命を拒否することについて，首相と大統領との間

に憲法上の紛争はないと認めた。 

 

■ 議会の動き 

・２日，議会の新たな会期が開始し，タリチャーヌ上

院議長が，上院議長職を辞職した。ＰＳＤは，後任の

上院議長として，タリチャーヌ党首と同じＡＬＤＥ所

属のメレシュカーヌ前外相を推薦することを決定した。

ダンチラ首相は，「上院議長職はＡＬＤＥに所属する

ので，最後まで正しいことをしたかった。」と述べた。 

・２日，議会は，今会期の常設局メンバーの選出を行

い，チョラク下院議長が留任した。副議長は以下のと

おり 

（下院）ヨルダケ副議長（ＰＳＤ），カルメン・ミハ

ルチェスク副議長（ＰＳＤ），マリレン・ピルテア副

議長(ＰＮＬ)，ヴラド・ドゥルシュ副議長（ＵＳＲ） 

（上院）コルラツェアン副議長（ＰＳＤ），シェルバ

ン・ヴァレカ副議長（ＰＳＤ），ロベルト・カザンチ

ウク副議長（ＰＳＤ），アリナ・ゴルギウ副議長（Ｐ

ＮＬ） 

・３日，ＡＬＤＥは党会合を開催し，ＡＬＤＥの上院

議長候補として，ＰＳＤが推薦するメレシュカーヌ議

員とは別に，イオン・ポパ上院議長を推薦することを

決定した。タリチャーヌ党首は，党の了承無く要職を

引き受けた者は，党から除名される，と述べた。 

・１０日，議会上院では新上院議長の選出が行われた。

立候補者は，ＰＳＤの支持を受けたメレシュカーヌ前

外務大臣，ＰＮＬ推薦のアリナ・ゴルギウ副党首，Ａ

ＬＤＥ推薦のイオン・ポパ上院議員。投票は二回行わ

れ，決選投票の結果，メレシュカーヌ前外相が，７３

票の得票を得て，当選した。タリチャーヌＡＬＤＥ党

首は，規則上，各政党グループから一人とされている

立候補者がＡＬＤＥからは二名となった本件選挙の手

続きは問題であり，本件選挙について憲法裁判所に提

訴する，と述べた。 

・１３日，ＡＬＤＥの党政治執行部は，ＰＳＤの推薦

により上院議長に立候補したメレシュカーヌ上院議長

と，ダンチラ首相からの大臣指名を承諾した３名の議

員（ガヴリレスク前環境大臣，バイシャヌ議員，クパ

議員）の，党からの除名を決定した。４名は，除名の

決定を不服として，裁判所に訴える構えを示している。 

・１６日，ガヴリレスク前環境大臣，バイシャヌ議員，

クパ議員の３名を含むＡＬＤＥの５名の下院議員が党

からの離脱を表明し，議会において無所属として活動

することを決定した。この結果，ＡＬＤＥは下院にお

ける議会グループの人数上の要件を満たさず，議会グ

ループを失った。また，上院においても，メレシュカ

ーヌ議員の除名により，議会グループを失った。（議

会グループを失うことにより，ＡＬＤＥ議員は，議会

常設局のメンバーや委員会の委員長職等の要職に就く

ことができなくなる。） 

 

■ 大統領選挙に向けた動き 

・２２日，中央選挙管理委員会（ＢＥＣ）は，大統領

選挙の立候補届け出を締め切った。立候補届け出に当

たっては，２０万人以上の支持者の署名を提出する必

要があるところ，リヴィウ・プレショイアーヌ候補（Ｐ

ＳＤ独立候補）等が，必要な署名数が集まらなかった

ことを理由に立候補を断念した。 

・２２日までに届け出が有効とされた立候補者は以下

のとおり。 

○クラウス・ヨハニス大統領（現職。国民自由党（Ｐ

ＮＬ）候補） 

立候補届け出：９月２０日，２２０万人の支持者の

署名を提出。選挙スローガン「まともなルーマニアの

ために（Pentru o Romanie normala)」 

○ヴィオリカ・ダンチラ首相，ＰＳＤ党首 
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立候補届け出：９月１９日，１４０万人の署名を提

出。 

選挙スローガン：「ルーマニア人ひとりひとりの側

に」 

○ダン・バルナ・ルーマニア救出同盟（ＵＳＲ）党

首（ＵＳＲ－ＰＬＵＳ同盟候補） 

立候補届け出：９月２０日，４０万人の署名を提出。 

選挙スローガン：「ルーマニアで幸せに」 

○ミルチャ・ディアコヌ（無所属候補。元俳優，元

欧州議員。ＡＬＤＥ，プロ・ルーマニアが支持） 

立候補届け出：９月２１日，４０万人の署名を提出。 

○テオドル・パレオログ（元文化大臣。国民の運動

党（ＰＭＰ）候補） 

立候補届け出：９月１９日，３６万人の署名を提出。 

選挙スローガン：「尊敬，教育，性能（performanta)」 

○ケレメン・フノール・ハンガリー人民主同盟（Ｕ

ＤＭＲ）党首 

立候補届け出：９月２１日，約２７万人の署名を提

出。選挙スローガン：「全ての人に尊敬を」 

・この他，ヴィオレル・カタラマ候補（ビジネスマン）

については，当初ＢＥＣが，提出された署名の一部が

無効であるとして立候補届け出を却下したが，同人か

ら憲法裁判所に不服申し立てがなされていたところ，

２３日，同裁判所はカタラマ氏の申し立てを認め，Ｂ

ＥＣに立候補登録を指示する判断を下した。また，ア

レクサンドル・クンパナシュ氏（カラカル少女誘拐殺

人事件の被害者の親族），ラモナ・ブリュンシールズ

氏(人道の力党），ボグダン・スタノエヴィチ氏（無所

属，元在外ルーマニア人相），ジョン・イオン・バヌ

氏（Natiunea Romana 党），セバスティアン・コンス

タンティン・ポペスク氏（新しいルーマニア党），ニ

ネル・ペイア氏（ルーマニア民族党）等の立候補がＢ

ＥＣから承認された。 

・２７日，ＢＥＣは，最終的な大統領選挙の候補者が

１４名であると発表した。 

 

■ 内閣不信任決議案 

・２日，オルバンＰＮＬ党首は，内閣不信任決議案の

提出に向け，ＰＳＤを除く各党との交渉を開始した，

と述べた。 

・３日，オルバンＰＮＬ党首は，議会過半数の署名を

集めれば不信任決議案を提出する。可決した場合は、

たとえそれが暫定政権だとしても大統領は自分を首相

に指名するだろう，と述べた。 

・４日，オルバンＰＮＬ党首は，不信任決議案につい

て，既にＵＳＲ，国民の運動党（ＰＭＰ），ハンガリ

ー人民主同盟（ＵＤＭＲ），少数民族グループと協議

したと述べた。また，ケレメンＵＤＭＲ党首は，ダン

チラ首相と会談し，内閣の再構築を支持しない考えを

示した。 

・９日，トゥルカンＰＮＬ副党首は，プロ・ルーマニ

アから，不信任決議案のための署名に応じ，投票もす

るとの約束を得ている，と述べた。 

・１８日，オルバンＰＮＬ党首は，内閣不信任決議案

を来週中にも議会に提出する可能性について言及した。 

・２５日，オルバンＰＮＬ党首は，内閣不信任決議案

に賛成する議員の署名を２３７人分集めた，と述べた。 

 

■ 世論調査 

・Verifield による大統領選挙候補者への支持率調査

（８月２６-３０日，１０００人を対象に実施）。 

ヨハニス大統領（ＰＮＬ）    ４３％ 

ダンチラ首相（ＰＳＤ）     １８％ 

バルナＵＳＲ党首（USR-PLUS）  １５％ 

ミルチャ・ディアコヌ（プロ・ルーマニア，ＡＬＤＥ）             

１４％ 

テオドル・パレオログ（ＰＭＰ）  ６％ 

ケレメンＵＤＭＲ党首       １％ 

その他              ３％ 

・Sociopol による大統領選挙候補者への支持率調査

（９月５日に発表されたもの。その他データ無し） 

ヨハニス大統領（ＰＮＬ）    ４５％ 

ダンチラ首相（ＰＳＤ）     １７％ 

バルナＵＳＲ党首（USR-PLUS）  １４％ 

ディアコヌ氏（プロ・ルーマニア，ＡＬＤＥ）１４％ 

パレオログ氏（ＰＭＰ）      ４％ 

プレショイアヌ氏（ＰＳＤ独立候補）３％ 

ケレメンＵＤＭＲ党首       ２％ 



 

ルーマニア月報 
 

- 4 - 

その他              １％ 

・ＣＵＲＳによる大統領選挙に関する支持率調査。ヨ

ハニス大統領が第一回目投票で勝利する想定で，決選

投票が以下の組み合わせで行われた場合の支持率。 

＜ヨハニス大統領ＶＳダンチラ首相＞ 

ヨハニス大統領：６５％， 

ダンチラ首相：３５％ 

＜ヨハニス大統領ＶＳバルナＵＳＲ党首＞ 

   ヨハニス大統領：６３％ 

   バルナ党首：３７％ 

＜ヨハニス大統領ＶＳミルチャ・ディアコヌ＞ 

   ヨハニス大統領：６２％ 

   ディアコヌ氏：３８％ 

＜ヨハニス大統領ＶＳフィレア・ブカレスト市長（立

候補していない）＞ 

   ヨハニス大統領：５６％ 

   フィレア市長：４４％ 

・Socio-Dataによる大統領選挙に関する支持率調査（9

月１６－２０日，１，０７０名を対象に実施） 

 ヨハニス大統領（ＰＮＬ）       ４０％ 

 ダンチラ首相（ＰＳＤ）        １９％ 

 ミルチャ・ディアコヌ（プロ，ＡＬＤＥ）１６％ 

ダン・バルナＵＳＲ党首（USR･PLUS）  １５％ 

テオドル・パレオログ（ＰＭＰ）     ５％ 

ケレメン・フノールＵＤＭＲ党首     ３％ 

・Socio-Dataによる支持政党調査（９月１６－２０日，

１，０７０名を対象に実施） 

  国民自由党（ＰＮＬ）        ２８％ 

  社会民主党（ＰＳＤ）        ２５％ 

  ルーマニア救出同盟・自由統一連携党 ２２％ 

  プロ･ルーマニア            ９％ 

  国民の運動党（ＰＭＰ）        ５％ 

  ハンガリー人民主同盟（ＵＤＭＲ）   ５％ 

  自由民主主義同盟（ＡＬＤＥ）      ４％ 

 

■ その他 

・１-５日，オンラインで行われた選挙により，ダン・

バルナ氏がＵＳＲ党首に再選された。投票は９３１４

人のＵＳＲメンバーにより行われ，得票率は，バルナ

氏６５．７５％，キキラウ氏３１．３５％。党首の任

期は４年間。 

・２０日，ブカレスト高等裁判所は，バセスク元大統

領が，共産主義時代に秘密警察と協力関係にあったこ

とを確認する，国立秘密警察文書研究委員会(ＣＮＳＡ

Ｓ)の要請を認める判断を示した。 

 

外政 

■ 主な要人往来 

・１１日、レシュ国防大臣は公式訪問先の北マケドニ

アで、シェクリュスカ国防大臣と会談した。両者は、

国防分野における関係の発展、特に２００８年にブカ

レストのＮＡＴＯサミットで開始した、北マケドニア

のＮＡＴＯ加盟のプロセスが終了に近づき、同国が３

０番目の加盟国になることが予定されていることや、

国際安全保障、テロとの戦い、地域の安全環境の安定

等について協議した。 

・１８日、モラヴィエツキ・ポーランド首相が当国を

公式訪問し、ブカレストにおいて、二国間政府協議が

行われた。 

・２４日、レシュ国防大臣は、ニューヨークにおいて、

ジーン・ピエール・ラクロワ国連平和活動事務次長と

会談を行った。 

・２４日、ダンチラ首相は、訪問中のニューヨークに

おいて、ペリー・米エネルギー長官と会談を行った。 

・２４－２６日、ヨハニス大統領は、ニューヨークを

訪問し、国連常任理事会に出席した。 

 

■ ＥＵ関連 

【新欧州委員候補を巡る欧州議会の動き】 

・９日、フォン・デア・ライエン次期欧州委員長下で

の欧州委員候補の名簿が公表され、翌１０日、ロヴァ

ナ・プルンブ欧州議会議員が、欧州委員運輸担当候補

に指名された。 

・２６日、ルーマニア政府が次期欧州委員として推薦

していたプルンブ欧州議員は、欧州議会の法務委員会

のヒアリングの結果、２３人中１５人の反対により、

却下された。１０月２日には、運輸・環境合同委員会

でのヒアリング予定であったが、右合同委員会でのヒ



 

ルーマニア月報 
 

- 5 - 

アリングはキャンセルされた。 

【その他】 

・１９日、ＥＵ常駐代表会合（コレペール）は、キョ

ヴェシ前国家汚職対策局（ＤＮＡ）長官を、欧州検察

庁（ＥＰＰＯ）の初代長官に選出した。キョヴェシ氏

は、ＥＰＰＯに参加予定の２２カ国の大使のうち、１

７票の支持を得て選出された。新設されるＥＰＰＯは、

ＥＵの独立した検察局として、ＥＵ予算に対する詐欺、

汚職、国境を越えた脱税などの犯罪の捜査、訴追を行

う。 

 

■ 英国関連 

・６日、マネスク外務大臣は、ノーブル・在ルーマニ

ア英国大使と会談を行い、ブレグジット後の在英ルー

マニア国民の状況について協議した。 

・９日、在ルーマニア英国大使館は、同館 Facebook

ページ上で、ブレグジット後の在英ＥＵ市民の居住許

可のため新設されたシステムのもと、１４万人を超え

る在英ルーマニア人が申請登録を行ったと発表した。 

 

■ 米国関連 

・５日、ブカレストを訪問していたソンドランド在Ｅ

Ｕ米大使は、記者会見において、米国はルーマニアに

おける「法の支配に関する如何なる問題」にも支援し

ていく準備がある、と述べた。その他、同大使は、米

国とルーマニアの間で５Ｇ技術に関する了解覚書が署

名されたことを評価するとして、「ルーマニアは５Ｇ

技術の将来についてよく検討し、中国の技術は選ぶべ

きでないと考えた。このことを賞賛する」と述べ、了

解覚書は、ルーマニアを「ファーウェイ・フリー」な

国にするものだ、と述べた。（１６日、ペトレスク通

信情報社会大臣は、議会下院において、ルーマニア政

府は５Ｇのルーマニアにおける導入に関する欧州委員

会への報告書の中で、いかなる国の名前も、企業の名

前も挙げていない、と述べた。） 

・２４日、ダンチラ首相は、訪問中のニューヨークに

おいて、ペリー・米エネルギー長官と会談を行った。

またこの機会に、両国の間では民間原子力分野の協力

に関する了解覚書の署名が行われた。この覚書は、核

廃棄物の処理、原子力医療分野の発展、物理学、生物

学、農業における開発中の原子力技術の適用性の研究

活動等、原子力分野における最新の技術の促進に関す

る両国間の協力の促進の基礎となるものとされている。 

 

■ 周辺国との関係 

・１８日、モラヴィエツキ・ポーランド首相が当国を

公式訪問し、ブカレストにおいて、二国間政府協議が

行われた。これは、本年が両国の外交関係１００周年

及び、戦略的パートナーシップ締結１０周年であるこ

とを記念する文脈で開催されたもの。モラヴィエツ

キ・ポーランド首相は、「両国は、気候変動政策、予

算政策、多年度財政枠組み、産業界、競争的分野等に

おいて、ＥＵにおける立場に立って、長期にわたり協

力していくことで合意した」と述べた。ダンチラ首相

は、これら議題の他、特に三海協力イニシアティブに

おける地域的な協力の重要性についても協議した旨述

べた。また、両国は、インフラ及び輸送、エネルギー、

通信、デジタル化、起業家精神、ＥＵ基金の運営、そ

して警察学校の協力に関する、両国間関係強化に向け

た複数のＭＯＵを締結した。 

・２４日、上下両院議会外交委員会は、全会一致で、

チャンバ欧州問題担当大臣を、在ギリシャ大使に任命

することを決定した。 

 

■ 軍事・安全保障関係 

・２日、アフガニスタンのカブールで起きたタリバー

ンのテロ攻撃により、ルーマニア大使館の警備担当一

名が死亡、もう一名が負傷した。また、同大使館の建

物は８割ほど破壊された。このテロ攻撃は、ルーマニ

ア大使館の他、複数の大使館や国際機関等が入居する

住宅地域の近くで発生し、この攻撃により１６人が死

亡、１２０人が負傷した。翌３日、マネスク外務大臣

は、テロ攻撃はＮＡＴＯ加盟国の外交官がいる場所を

狙ったものだった、と述べた。ヨハニス大統領は、犠

牲者の家族に追悼とテロを非難するメッセージを贈っ

た。また、ダンチラ首相も、テロ攻撃を非難し、犠牲

者を悼むコメントを Facebookで発表した。 

・１７－２０日、議会宮殿においてＮＡＴＯ科学技術
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委員会が開催され、３５カ国が参加した。 

・１９日、国防省は、黒海地域に近いコガルニチャー

ヌ第５７空軍基地の改築、近代化のために１２０億レ

イ（約２５億ユーロ）の投資を行う政府決定案を発表

した。そのうち、７３億レイは関連施設の建設費用。

これにより、コガルニチャーヌ基地は、ＮＡＴＯの基

準に合わせて再建される。同基地の近代化は、８月の

ヨハニス大統領とトランプ大統領の会談も大きな役割

を果たしているとされる。 

 

経済 

■マクロ経済 

（特に記載のない限り，対前年比又は前年同期比，季節

調整後，出典は国家統計局ＩＮＳ） 

【７月分統計】 

（１）鉱工業 

 ６月 ７月 

工業生産高  ▲４．１％ ▲６．４％ 

工業売上高(名目)  ▲０．２％   ７．１％ 

工業製品物価指数   ３．３％   ４．２％ 

新規工業受注高(名目)  ▲２．８％   ７．３％ 

工業生産高が減速。工業売上高（名目）及び新規工業受

注高（名目）が加速。 

 

（２）販売 

 ６月 ７月 

小売業売上高 

(自動車・バイクを除く)  
５．７％ ７．９％ 

自動車・バイク売上高 ９．２％ ７．９％ 

小売業売上高 

（ユーロスタット） 

ユーロ圏 

２．６％ 

EU２８か国 

２．８％ 

ユーロ圏 

２．２％ 

EU２８か国 

２．６％ 

小売業売上高（自動車・バイクを除く）及が加速。 

 

なお，７月の小売業売上高（ユーロスタット）対前年同

月比では，ルーマニア(＋７．５％)が最も増加し，次いで

マルタ(＋６．５％)及びハンガリーとスロベニア（＋６．

３％）。 

 

（３）その他 

建設工事 ６月 ７月 

２２．２％ ３８．７％ 

建設工事が加速。 

 

（４）輸出入 

輸

出 

６月 ７月 

€５５億６,０９０万 

(▲５．５％) 

€５８億４,９９０万 

(▲０．８％) 

RON２６３億２,５２０万 

(▲３．９％） 

RON２７６億６,０００万 

(０．７％） 

輸

入 

€６６億９,１８０万 

（▲６．９％） 

€７６億９４０万 

（６．１％） 

RON３１６億８,２４０万 

(▲５．２％） 

RON３５９億８,０１０万 

（７．８％） 

  

【１月～７月分統計】 

（１） 鉱工業 

 ６月 ７月 

工業生産高  ▲０．４％ ▲１．４％ 

工業売上高(名目)  ６．２％ ６．４％ 

新規工業受注高(名目)  ５．４％ ５．８％ 

 

（２）販売 

 ６月 ７月 

小売業売上高 

(自動車・バイクを除く)  
６．９％ ７．１％ 

自動車・バイク売上高 ６．５％ ６．６％ 

 

（３）その他 

建設工事  ６月 ７月 

１５．９％ １８．８％ 

建設工事が加速。 

 

（４）輸出入 

輸

出 

６月 ７月 

€３４８億９,４３０万 €４０７億３,４５０万 
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(２．７％) (２．１％) 

RON１,６５４億８,９８０万 

(４．７％） 

RON１,９３１億４００万 

(４．１％） 

輸

入 

€４２５億８,６５０万 

（５．７％） 

€５０２億１,４４０万 

（５．８％） 

RON２,０１９億５,７３０万 

 (７．７％） 

RON２,３８０億２,６１０万 

(７．８％） 

貿

易

収

支 

▲€７６億９,２２０万 
▲€９４億７,９９０万 

 

▲RON３６４億６,７５０万 

 

▲RON４４９億２,２１０万 

 

 

【８月分統計】 

・消費者物価指数  

 ７月 ８月 

全体 ４．１２％ ３．８９％ 

食料品価格 ５．１５％ ５．０２％ 

非食料品価格 ３．４４％ ２．９８％ 

サービス価格 ４．１１％ ４．２３％ 

消費者物価指数 

（ユーロスタット） 

ユーロ圏 

１．０％ 

EU２８か国 

１．４％ 

ユーロ圏 

１．０％ 

EU２８か国 

２．１％ 

８月の消費者物価指数（ユーロスタット）対前年同月比で

は，ポルトガル（▲０．１％）、ギリシャ（０．１％）及びイスペ

イン（０．４％）が最も低い。 

 

■ その他統計 

・６日，２０１９年第２四半期における、ＧＤＰは対前期比

で＋１．０％,ＧＤＰ成長率は対前年同期比で＋４．４％

（季節調整前）,＋４．６％（季節調整後）と発表された。２０

１９年上半期のＧＤＰ成長率は対前年同期比で＋４．７％

（季節調整前），＋４．８％（季節調整後）であった。（ＩＮＳ) 

・１１日，２０１９年８月のインフレ率は３．９％であった。

統一消費者物価指数（HICP）に基づく年率は４．１％であ

った。（ＩＮＳ) 

・１８日，EU２８か国の２０１９年８月のインフレ率は１．

４％で，７月から不変（昨年同期比０．８％減少）。EU２８

か国中最高水準は、ルーマニア（４．１％），ハンガリー

（３．２％）及びラトビアやオランダ（３．１％）であった。

（ユーロスタット) 

 

■ 産業界の動向 

・２日，仏自動車製造者委員会（ＣＣＦＡ）発表によると，２

０１９年８月における仏でのダチア新規登録台数は８，０

５０台（対前年同月比で２９．２％減）。同地マーケット・シ

ェアは６．２３％（前年同月比１．３３％減）。２０１９年１～

８月末の同地ダチア新規登録台数は９万４，４２７台（対

前年同期比４．５％減）。（ＣＣＦＡ） 

・５日，英自動車製造販売協会（ＳＭＭＴ）発表によると，

２０１９年８月における英でのダチア新規登録台数は１，

０３１台（前年同月比２７．１３％増）。同地マーケット・シェ

アは１．１１％（前年同月比０．２５％増）。２０１９年１～８

月末における同地ダチア新規登録台数は２１，０４４台

（前年同期比３３．２４％増）。（ＳＭＭＴ） 

・６日、運転免許証・自動車登録局（ＤＲＰＣＩＶ）によると，

２０１９年８月の新車登録台数は２９，１３４台に達した（対

前年同月比１３．５０％減）。（ＤＲＰＣＩＶ） 

・１８日，欧州自動車工業会（ＡＣＥＡ）によると、８月の欧

州でのダチア自動車新規登録台数は４６，４４５台（対前

年同月比７．８％増）。１～８月末の欧州でのダチア自動

車新規登録台数は４０６，７１１台（対前年同期比で１０．

５％増）。（ＡＣＥＡ） 

・１９日，自動車生産者輸入業者協会(ＡＰＩＡ)によると，２

０１９年８月末の車両販売台数は１２９，７５９台（対前年

同期比で４．５％増）。８月末のメーカー別自動車販売は、

１位がダチア(３２，６２１台，市場シェア：２９．４％，対前

年同月比＋６．１％)，次いで Volkswagen（１０，０２２台，

市場シェア：９．０％，対前年同月比－４．３％), Renault

（9,652 台，市場シェア：８．７％，対前年同月比＋２９．

２％)，Skoda（9,190 台，市場シェア：８．３％，対前年同月

比＋２．７％），Ford (7,650 台，市場シェア：６．９％，対

前年同月比＋２３．４％)。（ＡＰＩＡ） 

 

■ 公共政策 

・欧州基金省は，２０１９年９月２７日の時点での欧州基

金（２０１４～２０２０年）執行率を３２％（約９７億５，５７９

万ユーロ）と発表。欧州委員会２８か国平均の３５％執行
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率を３％を下回った（ルーマニアの執行率はＥＵ２８カ国

中２２番目）。(欧州基金省) 

 

■ 財政政策 

・１０月３日，公共財務省は，２０１９年８月末のルーマニ

アの財政収支は約２１９億２，３８０万レイ，対ＧＤＰ比で２．

１３％の赤字であったと発表。２０１８年８月末の財政収

支は約１４５億５，９４０万レイ，対ＧＤＰ比で１．５４％の

赤字であった。(公共財務省) 

 

■金融等 

・２日，８月末の外貨準備高は３５６億１，９００万ユーロ

（７月末の３５４億７，３００万ユーロから増加），金準備高

は１０３．７トンで不変。(ＢＮＲ) 

・１３日，２０１９年７月末の経常収支等について次のとお

り発表。 

（１） 経常収支は６０億２，５００万ユーロの赤字（前年同

期は４８億５，９００万ユーロの赤字であった）。 

（２）外国直接投資 (ＦＤＩ) は，２９億１，６００万ユーロ。

（前年同期は２３億８，４００万ユーロであった）。 

（３）中長期対外債務は，２０１８年末から７．９％増加し，

７３３億３，１００万ユーロ (対外債務全体の６８．１％) 。 

（４）短期対外債務は，２０１８年末か９．０％増加し， ３４

２億８，０００万ユーロ (対外債務全体の３２．１％)。(ＢＮ

Ｒ) 

 

■ 労働・年金問題等 

・２日，国家雇用庁（ＡＮＯＦＭ）は，２０１９年７月の失業

率は３．０１％となったと発表した（前月から０．０６％増、

前年同期比０．４９％減。）。 

・９日，２０１９年７月の平均給与(グロス)は，５，０９１レイ

(約１，０８３ユーロ)で，対前月比０．７％減，平均給与(手

取り) は３，１１９レイ (約６６３ユーロ) で，対前月比で０．

７％減。なお，平均給与(手取り)が最も高かった業種は，

プログラミング，コンサルティング及び関連活動分野（７，

１４４レイ，約１，５２０ユーロ)で，最も低かったのは衣服

製造業(１，８２３レイ，約３８７ユーロ)であった。 (為替レ

ート：１ユーロ＝４．７レイ) (ＩＮＳ) 

・１２日，２０１９年第２四半期の年金受給者数は，対前期

比で２１，０００人減少して，５１５万９，０００人となったと

発表。なお，同期の平均年金額は，対前期比で０．７％

増加して１，２３５レイ(約２６３ユーロ，為替レートは４．７

レイ・ユーロ)。(ＩＮＳ) 

・１３日，２０１９年上半期の１時間あたり平均賃金（また

は人件費）上昇率は，前年同期比でユーロ圏で＋２．

７％，ＥＵ２８か国で＋３．１％であった。なお，上昇率が

最も低かった国は、ポルトガル（＋０．９％），マルタ（＋１．

１％）。最も高かった国は、ルーマニア（＋１２．４％），ブ

ルガリア（＋１１．０％），スロバキア（＋１０．６％）及びハ

ンガリー（＋１０．１％）。(ユーロスタット) 

・３０日，２０１９年８月末の失業率(季節調整後)は３．８％

であった（前月末比０．１％増。）。(ＩＮＳ) 

 

■ 格付（２０１９年９月１３日付） 

Fitch  外貨建長期(国債) ＢＢＢ－ (安定的） 

自国通貨建長期  ＢＢＢ  (安定的) 

 

Ｓ＆Ｐ 外貨建長期     ＢＢＢ－（安定的） 

自国通貨建長期  ＢＢＢ－（安定的） 

 

ＪＣＲ  外貨建長期     ＢＢＢ  (安定的） 

自国通貨建長期   ＢＢＢ+ （安定的） 

（内はアウトルック） 

 

我が国との関係 

・３日、ハンガリー人民主同盟（ＵＤＭＲ）のビロ国

会下院外交政策委員長は、８月２５日から２８日まで

日本を訪問し、帰国後、オラデア（当国北西部、同議

員の選出県）で記者会見を行った。報道によると、同

委員長は、ルーマニアは、日ＥＵ・ＳＰＡ協定を次の

会期（９月から１２月）にて批准する予定であると述

べた。また、日ルーマニア両国間での戦略的パートナ

ーシップの柱は「政治、防衛及び安全保障、経済関係、

科学・文化・教育・人的関係」の４つ、と強調した。

同委員長は、国際柔道連盟（同委員長は右連盟男女平

等委員会の副委員長）の会合に出席するために訪日し、

それと並行して政治的会談も行った、と述べた。 

・テオドロヴィッチ公共財務大臣は、欧州委員会が８

月３０日にブライラ橋梁建設への出資を承認したこと

を発表した。９月上旬の各種報道によれば、同橋梁事
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業に対し、欧州地域開発基金により３億６３３０万ユ

ーロの投資が行われる予定であること、事業工事は２

０２３年までであること、ハーン欧州委員（欧州近隣

政策及び拡大と地域政策の交渉担当）が、「このＥＵ

基金事業は、より短距離且つ安全な移動を可能となる

ことにより、ＥＵの近隣諸国との関係強化にも貢献す

る。」と述べたこと等を報じている。 

 


